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　我が国の景気動向について、国にあっては回復の兆しがあるとの見方があるものの、地方経済への波及
の実感は乏しく、依然として厳しい状況にあります。 
　また、平成12年度に施行された地方分権一括法によって、国と地方の事務分担の見直しが行われている中、
国において、この地方分権を財政面から推進する「三位一体の改革」が進められておりますが、本年度末
で538兆円程度となる国債残高の具体的な解消策が示されないまま課題が先送りされ、地方の負担が増すば
かりという印象を強く受けます。 
　この「三位一体の改革」の本市への影響として、本年度は国庫補助負担金の廃止・縮減と、これに伴う
所得譲与税による税財源の移譲については、大きな収支差は発生していない状況にあります。 
　また、普通交付税については、昨年度における合併６地区を含めた総額と本年度の新長崎市の額との間に、
大きな減額は発生しないと見込んでおります。 
　しかしながら、「三位一体の改革」の実質的初年度となった昨年度において、普通交付税と臨時財政対
策債を加えた額が、合併６地区を含めて42億円程度減少しており、本年度においてもこの状況は解消され
ておりません。 
　また、歳入の根幹をなす地方税については、全国的に見れば伸びが見込まれるものの、本市においては、
それほどの伸びが見込めない状況にあることから、本年度のみならず、来年度以降においても、「三位一
体の改革」のさらなる影響も予想され、歳入面では依然として非常に厳しい状況が続くものと予測されます。 
　このような状況から、将来の財政運営も視野に入れ、徹底して効率的・効果的な行財政運営に努めると
ともに、真に住民に必要な行政サービスをみずからの責任で自主的、効率的に行う「自己決定・自己責任」
の原則に基づいた行政経営という視点を強く持ち、中長期にわたって自立、安定した地方自治体を目指す
必要があります。 
　そこで、本年度の予算編成に当たっては、現在の「三位一体の改革」が終了した後の平成19年度以降も
視野に入れ、事業の廃止・休止を含めた徹底的な見直しを行いました。その結果、本年度決算時の財政調
整基金と減債基金については、安定的かつ持続的な財政運営のために最低限必要と考えられる80億円程度
を確保するとともに、その他の特定目的基金についても190億円程度を確保できる見込みとなっております。 
　また、合併に伴う有利な財源である合併特例債についても、事業の緊急性や実施規模などを精査するこ
とにより、発行可能残額を395億円程度確保できる見込みとなりました。 
　このように事業の見直しを行いながら、必要な分野へ予算を重点的に配分するため、新たに「選択と集中」
という手法を導入し、ソフト事業を中心に市民生活と密着した分野において新規施策を織り込むことにより、
積極的な事業展開に努めたところです。 

施政方針（抄） 

　3月2日の本会議において、市長から平成17年度施政方針について説明がありました。その要旨は、次のとおりです。 

平成17年度長崎市駐車場事業特別会計予算 
平成17年度長崎市財産区特別会計予算 
平成17年度長崎市老人保健事業特別会計予算 
平成17年度長崎市母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 
平成17年度長崎市介護保険事業特別会計予算 
平成17年度長崎市生活排水事業特別会計予算 
平成17年度長崎市池島診療所事業特別会計予算 
平成17年度長崎市病院事業会計予算 
平成17年度長崎市水道事業会計予算 
平成17年度長崎市下水道事業会計予算 
長崎市及び西彼杵郡琴海町の廃置分合について 
長崎市及び西彼杵郡琴海町の廃置分合に伴う財産処分に関する協議について 
長崎市及び西彼杵郡琴海町の廃置分合に伴う議会の議員の定数に関する協議について 
長崎市及び西彼杵郡琴海町の廃置分合に伴う農業委員会の委員の任期等に関する協議について 
長崎市及び西彼杵郡琴海町の廃置分合に伴う地域審議会の設置に関する協議について 
調停について 
長崎市議会政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例 
長崎市議会会議規則の一部を改正する規則 
核不拡散条約（NPT）再検討会議に関する意見書について 
被爆60周年の決議について 

義務教育費国庫負担制度の堅持に関する請願について
 

 
長崎市立福田保育所の民間移譲をやめ、市立福田保育所として運営することを求める請願について 
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